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２Ｃ０８ 

航空産業における脱炭素化技術の社会受容性に関する分析 

―航空会社の環境経営と利用者の視点から― 

 

○ 石黒 敬之, 野津 喬（早稲田大学大学院） 

1.はじめに 

近年、利益追求を主軸にした企業経営のあり方を改め、持続可能な社会を構築していく

ための社会課題の解決に貢献する経営を求める社会の動きが拡大している。その一つが環

境、社会、ガバナンスの３つの観点から成る ESG を軸とした企業経営であり、気候変動な

どを念頭においた長期的なリスクマネジメントや、企業の新たな収益創出の機会を評価す

るベンチマークとして、国連持続可能な開発目標（SDGs）と合わせて注目されている。 

その中でも気候変動問題は地球規模で経済と社会システムに壊滅的な影響を及ぼす危険

性があり、各企業は ESG や SDGs に則り環境に配慮した経営や活動を行うことで、企業の

社会的責任（CSR）を果たそうとしている。 

 
2. 航空分野と気候変動対策 

図１は日本の部門別 CO2 排出量と運輸部門における CO2 排出量の内訳である。2019 年度

における部門別の日本の CO2 排出量のうち、航空・船舶・自動車などの運輸部門からの排出

量は 18.6％を占めており、産業全体として CO2 排出量削減が求められている。 

運輸部門の CO2 排出量の内訳を見ると自動車部門が 1 番多く、航空部門はその次だが、

図 2 の旅客輸送における輸送量あたりの CO2 の排出量では航空部門が乗用車を上回ってい

る。さらに航空分野は現状、機材の電動化や水素化等の技術の開発、導入に向けて多くの課

題があり、CO2 削減が困難な産業であるといわれている。 

図１ 産業別と運輸部門の CO2 排出量と運輸部門の CO2 排出量

 

（出典：国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」 
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図 2 輸送量あたりの CO2 排出量 

 

（出典：国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」） 

3.従来研究と本研究の目的 

航空業界の環境負荷の大きさから飛行機の利用を恥とする「フライトシェイム（飛び恥）」

という考えが欧米を中心に広がりを見せている。Gossling ら（2020）はドイツを対象にア

ンケート調査を行い、「フライトシェイム」の議論の拡大は航空利用に関する消費者の意識

や社会規範に変化を与えたとし、航空需要にも影響を与える可能性があると指摘している。

このように航空産業において環境負荷低減を求める社会的気運が高まっており、航空会社

は対応に迫られている。 

企業による環境負荷低減の取り組みが分かるものとしては環境報告書がある。中邨ら

（2015）は企業の環境報告書を用いてテキストマイニング分析を行い、企業別の環境負荷低

減の取り組みの傾向や方向性の変化を明らかにしている。 

本研究は中邨ら（2015）の研究を参考にして、航空会社の環境報告書を対象とするテキス

トマイニング分析を行うことで、気候変動対策を中心とした航空会社の環境負荷低減の取

り組みの傾向や方向性の変化を明らかにすることを目的とする。 

 

4.研究方法 

本研究においては全日本空輸と日本航空の 10 年分（2012 年～2021 年）の統合報告書（ア

ニュアルレポート）におけるサステナビリティの取り組みに関する記載を対象として、

Windows 上で動作する KH Coder を用いたテキストマイニング分析を行う。 

具体的には近年の「フライトシェイム」の議論の拡大が航空利用に関する消費者の意識や

社会規範に変化を与えたとする Gossling ら（2020）を参考にして、2012 年から 2016 年ま

での前半 5 年間と 2017 年から 2021 年までの後半 5 年間に分けて分析を行い、航空業界を

取り巻く環境面での状況と、それに対して航空会社が取り組む対応に関する変化を明らか

にする。 
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5.分析結果 

前半 5 年間（2012 年～2016 年）の頻出単語としては、「環境」(81 回)、「航空機」（62 回）

「排出」（58 回）「CO2」(53 回)が上位を占めている。一方、後半 5 年間（2017 年～2021 年）

の頻出単語としては、「CO2」(138 回) 、「環境」（135 回）、「排出」（122 回）、「削減」（120

回）が上位となっている。これらの結果から、前半 5 年と比較すると後半 5 年は CO2 排出

削減に関する記載が増加していることが分かる。 

図 3 と図 4 は前半 5 年間（2012 年～2016 年）と後半 5 年間（2017 年〜2021 年）のそれ

ぞれについて共起ネットワーク分析を行なった結果である。図 3 の前半 5 年間の分析結果

では、「環境」に対して「取り組み」や「活動」、「CO2」・「排出」・「削減」に対して「事業」

や「目標」、「達成」などが結びついており、環境課題全体に対する関心が伺えるものの具体

的な問題提起や解決手段の提示までは至っていないと解釈できる。 

一方で図 4 の後半 5 年間（2017 年〜2021 年）の分析結果では、「CO2」・「排出」・「削減」

に対して、「燃料」と「航空機」が結びつきを見せている。この結果から環境問題の中でも

CO2 排出削減が重要な課題であり、その中でも航空機の飛行に使用する燃料の使用に対する

関心が高まったと解釈できる。加えてそれぞれ「燃料」には、植物や廃油などを原料として

作られた持続可能なバイオジェット燃料を意味する「SAF（Sustainable Aviation Fuel）」、

「燃料」よりは共起が弱いものの「運航」には「燃費」「機材」「導入」が結びついているこ

とから、航空会社が行う環境対策の具体性がより高まったことが分かる。 

今後は本研究の分析結果を踏まえて、航空会社の環境経営に対する利用者の認知及び評

価を把握し、「SAF」などの航空産業における新たな脱炭素技術の社会受容性についてさらに

分析を深める予定である。 
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図 3 2012 年〜2016 年 共起ネットワーク分析 

 

 

図 4 2017 年〜2021 年 共起ネットワーク分析 
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